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論文
戦略的貿易政策の理論における費用構造の一般化＊
? ?
一＊＊
要約
本稿では，費用構造が企業間で非対称的であるという一般化された仮定のもとで，戦略的
貿易政策の 2つの代表的な枠組みである輸出競争モデルと自国市場モデルを構築する．そし
て，各モデルで最適な貿易政策および産業政策を検討することが本稿の目的である．政府が
差別的な産業政策をもちいる場合，国内企業のマークアップが均等化することが示される．
そして，効率的な企業ほど高率の補助金ないし低率の課税が適用される．自国市場モデル
において，自国が輸入関税のみでその経済厚生を高めようとする場合，最適関税率が負（輸
入補助金が最適）となる可能性が示される．また，輸入関税が差別的である場合，任意の 2
つの外国企業に適用される最適関税率の差は，それらの限界費用の差の 50%の水準になる
（ただし，限界費用が一定のときに限る）．一般的な費用構造では，この 50%ルールは適用
されない．次に，外国政府が輸出補助金政策をもちい，それが差別的であれば，一般的な費
用構造であっても最適関税率の差について 100%ルールが適用されることが証明される．
キーワード：費用構造の非対称性；輸出補助金；輸入関税；生産補助金
経済学文献季報分類番号： 06-21 ; 06-23 
1 はじめに
不完全競争の貿易理論において，最適な貿易政策の性質はモデルで設定された仮定に大きく影
懇される．企業の行動様式についての仮定がよく知られたその例である. 1つの自国企業と l
つの外国企業が第 3国市場で競争する輸出競争モデルでは，それらの複占企業がクールノー的
に行動する数量競争の場合，輸出補助金が最適となることが， Branderand Spencer (1985)に
よって示された． しかし， Eatonand Grossman (1986)において，企業がベルトラン的に行動
する価格競争の場合，輸出税が最適となることが示されている．モデルにおける企業数も，最適
な貿易政策を決定する重要な要因である. Dixit (1984)では，クールノー寡占を想定した輸出
競争モデルにおいて，自国企業の数が十分に増大すると，最適な貿易政策は輸出補助金から輸
出税になることが明らかにされた．さらにまた，企業の費用構造も重要な役割をもつことが指
摘されている．国内のすべての企業は同一で一定の限界費用をもつという仮定のもとで， Dixit
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(1984,1988)の自国市場モデルでは，外国政府により補助金の供与を受けた外国企業に対して自
国企業が費用上の優位をもつ場合，自国の最善の政策は外国企業からの輸入をすべて禁止する
ことであると示されている． しかし，外国企業が大きな費用上の優位をもつ場合は，自国は国内
市場を外国企業に明け渡し，貿易税を賦課することで外国の利潤を奪取すべきであるという結
論が尊かれている．
さまざまな差別的 (firm-specific)および一律 (uniform-rate)政策が数多くの研究者によっ
て考察されてきた.Rodrik (1989)は企業間の費用構造が非対称的という設定のもとで自国の寡
占企業が自国市場と輸出市場の両方で数量競争を行なうモデルを提示した．彼の結果によれば，
最適な差別的政策のもとでは；大規模な企業ほど小規模の企業よりも低率の貿易税が賦課（ない
し高率の補助金を供与）される．さらに，最適な一律税は外国の需要の価格弾力性と企業規模の
分布に依存することも示されている．同様の結論が2国間の輸出競争モデルについても成立す
ることが deMeza (1986), Mai and Hwang (1988), および Neary(1994)によって確認されて
いる．彼らの帰結によると，生産効率の高い企業をもつ国では，非効率な企業をもつ国よりも高
率の輸出補助金が供与されることになる立また，さまざまな最適一律貿易税についての公式が
Collie (1993)および Longand Soubeyran (1997)によって導かれている．彼らのモデルにおけ
る費用構造についての仮定は，すべての企業は産出量について一定で非対称的な限界費用をもつ
というものである．より一般化された費用構造をもつモデルが Longand Souheyran (1999)に
よって提示された．彼らのモデルでは，すべての企業は非対称的な費用関数をもつが，ある企業
の費用関数は別の企業の費用関数を定数倍したものになっている．彼らの分析では，第3国輸
出競争モデルにおける最適な差別的輸出政策の性質と自国市場モデルにおける最適な差別的輸
入政策の性質が検討されている．そこでは，最適な輸入政策は外国産業のハーフィンダール指数
に依存し，その政策により外国産業の集中度が低下するという結果が導かれている. de Santis 
(2000)がさらに企業の自由参入・退出を考慮した応用一般均衡貿易モデルにおいて差別的な貿
易税の性質について検討している. Leahy and Montagna (2001)では，社会的厚生関数におい
て公的資金と私的な利潤に異なるウェイトを導入し，すべての企業は一定で，非対称的な限界費
用をもつという仮定のもとで，輸出競争モデルを考察している．彼らは，公的資金の社会的コス
トが十分に低い場合，効率的な企業ほど高率の輸出補助金が供与されるという最適な差別的政
策の基本原理は依然，妥当であることを証明しているり
1)これに類似する結果が輸入関税のケースに対しても迎かれている.Hwang and Mai (1991)は輸入
国が外国複占企業によって供給される場合，より効率的な外国企業により高率の輸入関税を賦課すべ
きであることを証明している．
2)非効率的な企業を効率的な企業に吸収合併させることで企業数を制限する産業政策が日本の通産省に
よって実施されたさらに，非効率的な企業を単純に排除することによって一国の経済厚生を改善す
ることが可能であるという議論がLahiriand Ono (1995, 1997)によって行なわれている．
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戦略的貿易政策の理論についての既存研究では，限界費用は一定であるという特別な仮定がほ
とんどのモデルで置かれている．本稿では， Changand Sugeta (2004)にしたがい，限界費用が
非減少となる費用関数をもちいる．そして，国際間のみならず国内の企業間で費用関数が異なる
という一般化された費用構造を想定する． この仮定により，国内のすべての企業が均等に扱われ
る一律政策に限らず，それらを差別的に扱う政策が包括的に分析可能となる．そこで導かれた
一般的な結果は数多くの要因に関して脆弱である． とりわけ，逆需要関数の曲率 (curvature),
各国の限界費用曲線の傾き，企業数の国際間での分布，各企業・産業の市場シェア，各国の産業
集中度，そして産業レベルの反応曲線の傾きが挙げられる． しかるに，非対称的な費用構造のも
とで各国政府が最適政策を実行するのは，不可能でなければ，かなり難しいといえよう
本稿で考察される 2つのモデル，第 3国輸出競争モデルと自国市場モデルで導かれた結果は
ともに，いくつかの重要な性質を共有することが判明する．その 1つとして，最適な差別的産
業政策のもとでは，国内のすべての企業のマークアップ率ないし限界費用は均等化されること
が示される．この性質により，国内生産における効率性が保証されることになる．それゆえに，
効率的な企業に対して，より高率の補助金が供与されるか，もしくは低率の課税が行なわれる．
自国市場モデルでは， Changand Sugeta (2004)の分析では取り上げられていない，輸入国政府
が輸入関税政策をもちいて自国の経済厚生を高めるケースが差別的政策と一律政策の両方につ
いて考察される．自国市場の逆需要関数が凹であれば，輸入関税が最適である．逆に，十分に凸
であれば， (1)外国産業の集中度が高いほど， (2)外国企業の限界費用曲線の需要曲線に対する
相対的な傾きが小さいほど， (3)外国企業の個別市場シェアが十分に小さいほど，輸入補助金を
供与することが最適となることが示される． したがって，最適な差別的政策のもとでは，より
効率的な企業ほど高率の関税が賦課されるか，あるいは，より低率の輸入補助金が供与される．
さらにまた，任意の 2つの企業に適用される関税率の差は，限界費用が一定であるとき，それ
らの企業の限界費用の差の半分と等しくなること (50%ルール）が証明される．
次に，輸入国が国内企業の生産に対して補助金を供与する産業政策を輸入関税とともに行使
し，外国政府もまた政策介入するような状況が考察される．そこでは，外国政府が輸出補助金を
差別的に供与すれば， 100%ルールが成立することが示される．つまり，最適輸入関税率の差は
限界費用が一定ではなくても，限界費用の差と一致する． しかし，外国政府の輸出補助金が一律
であれば， 50%ルールが成立してしまう．（ただし，限界費用が一定のときに限る．）これらの
主要な結果以外にも，さまざまな最適政策の特徴が本稿中の命題で要約されている．
2 第3国輸出競争モデル
n個の自国企業， n*個の外国企業が同質財を生産し，第3国市場で競争する輸出競争モデルを
考察する．本稿で考察される 2段階ゲームでは，自国および外国政府がまず各国の経済厚生が最
?
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大となるようにナッシュ的に政策を設定し，次に各国企業はクールノー推測のもとで自己の利潤
が利潤が最大となるように産出量 qiを設定する. ci(qi)を第 i自国企業の総費用関数とし，そ
の限界費用は非減少的であるとする．つまり， c:'(qi)~0 を仮定する 3). 第 3国市場における逆
需要関数を P= p (Z)とする．ただし， pおよび Zはそれぞれ価格，産業全体の産出量である．
本稿を通して，外国に関連する変数をアスタリスクで表すことにする．そこで，各国企業の集
合を N 三 {1,・..,n}および N*三 {1,...'が｝とすれば， Q= LiENqiおよび Q*三 LiEN・q;
でそれぞれ自国，外国産業の産出量が記される．そして， Z三 Q十Q*で産業全体の産出量が与
えられる．さらに Siによって企業 iENの差別的 (firm-specificまたは discriminatory)な生
産補助金率で記し，それが負の場合は生産税を表すことになる．国内で生産された財はすべて
輸出されると想定する第 3国市場モデルを考察しているので， Siはさらに輸出補助金率と同等
になる． したがって，企業 iの利潤関数は以下のとおりに表現される．
1ri = pqi -ci(qi) + siqi, i EN. (1) 
同様に，外国企業 kEN*の利潤関数は冗=pqz -c:(q:) + s:q: で表される．以下では、自国
についてのみ比較静学等の結果を紹介し，外国についても同様の結果であれば特に記述しない．
第2段階のゲームにおいて，自国企業 iENはその自国および外国のライバル企業が選択す
る産出量を所与とし，自己の利潤が最大となるように産出量 qiを選択する．内点解を仮定し，
それが満たす利潤最大化の 1階条件は次のようになる．
81ri 
8qi 
- = qiP'+ p -c: (qi) + Si = o. (2) 
第2段階のゲームにおけるクールノー＝ナッシュ均衡が一意に存在することを保証するために，
以下の条件をおく．
P'+ qiP" < 0 ⇔ E < l/0i・ (3) 
ただし，E= -ZP"/P'は需要曲線の曲率ないし傾きの産出量弾力性， 0i= qdZは企業iE NUN* 
の市場シェアを表す．そこで，条件 (3)はすべての企業にとって産出量が戦略的代替 (strategic
substitutes)の性質をもつ，言い換えると，ある企業の限界利潤はその他の企業の産出量が拡大
すれば，減少することを意味するり
3)仮に各企業の限界費用が非対称かつ一定である場合，差別的産業政策により，より非効率的な企業を
すべて退出させることが最適となるので，すべての企業に対して増加的な限界喪用 (c:'>0)を仮定
する．また，同一な企業を想定する場合，限界費用は非減少的 (c:'~0) であるとする．本稿では，
政策介入後にすべての企業が操業し続ける場合のみを考察するという理由で，後者の条件は減少的な
限界翌用を排除している．
4) Novshek (1985)による均衡の存在条件は P'+ZP"< 0であり，これは Eく 1と同値である条件
(3)はこの条件よりも緩やかなものである．企業の限界費用について縮小写像 (contractionmapping) 
アプローチをとった最近の貢献として， Long and Soubeyran (2000)がある．
?
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均衡について構造的な関係を明らかにするために，式 (2)を全微分すると次の関係式が得ら
れる．
dqi =—入idZ 十ふdsi ・
149 
(4) 
ただし，入三ー(P'+qiP")I(<'-P') > 0およびふ三 1/(<'-P') > 0とするりこの式をすべ
ての自国企業について集計すれば，以下のようになる．
dQ = -AdZ + L oidsi = -RdQ* + (1 -R) Lふdsi・ (5) 
iEN iEN 
ただし， A三LiEN入 >0および R、三 A/(1 +A)> 0とするり同様に，外国産業に対しても
dQ* = -A*dZ+ LkEN・8Zds: = -R*dQ+(l -R*)区kEN・汎ds:が成立し，A*三LkEN・況>0, 
R* =A*/ (1 +A*) > 0, 入；三ー (P'+qzP")/(咋"-P') > 0ならびに 8Z三1/(咋"-P') > 0で
ある． したがって，産業全体の総産出量の変化分は次のように各国の差別的補助金率の変化分
によって表されることが確認される．
dZ = (1-R) (鱈+~ふds,)= (1 -R•) (dQ +• ご.o;as;) 
=(l+A+A•) —, (Lふds,、+k~- 紅as;) . (6) 
iEN 
ここで， 1-R = (l+ A)―1 > 0および 1-R* = (1 +A*)―1 > 0という関係が成立する．
自国企業 iENの利潤関数を全微分し，利潤最大化の 1階条件 (2)をもちいると，次式が導
かれる．
d1ri = qiP'(dZ -dqi) + qidsi. (7) 
右辺の第 1項は自国企業 iEN以外のすべての企業が産出量を変化させたとき，自国企業 iの
収入ないし利潤の変化を表している．第 2項は産出量を固定したときの補助金率の変化が利潤
に及ぼす効果を表す．つまり，前者は補助金が利潤に及ぼす間接効果を意味するのに対し，後者
は直接効果と解釈される．
自国の経済厚生は自国産業の総利潤から補助金支出を差し引いたもの，つまり， w= LiEN(冗一
s心=LiEN (pqi -ci)で定義される． これを全微分すると，自国の経済厚生の変化分は次のよ
うに 2つの項に分解可能である．
dW = QP'dZ + Lぃiq,i・
iEN 
(8) 
5)通常，寡占理論では反応曲線をもちいて経済分析が行なわれるが，本稿で使用される入2 と企業 iの
反応曲線の傾き—？互三 dqi/dZー 1 の関係は八＝入i/(1十入）で表される．
6)係数Rは自国産業の反応関数の傾きの絶対値と解釈される．個別企業に対しては ri=入i/(1十入i),
産業レベルで R= A/(1 + A), そして定義より， A三I::iEN入という関係が成立するからといって，
R = I::ieN riが成立することはない．
?
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ただし， mは次式で定義される自国企業 iENのマークアップ率を表す．
叫三p-c: = -(qiP'+ふ）． (9) 
式 (8)の右辺第1項は産業全体の総産出量が各国の政策によって変化したときの交易条件 (terms
・of trade)効果を表す. (6)により，各国が補助金を供与すれば，自国の交易条件は悪化するこ
とになる．第 2項は利潤移転 (profit-shifting)効果である．クールノー寡占競争では価格は各
企業の限界費用を上回るように決まるので，各企業は正のマークアップ率をもつ． このため，自
国政府が補助金の供与によって各自国企業の産出量を拡大させ，外国産業から利潤を移転させ
ることが可能となる．
最後に， (4)と(6)をもちいて， (8)から dZとdqiを消去すれば，自国の経済厚生の変化分
は以下のとおり，各国の政策変数の変化分に換算して表される．
dW = (I +A+ A')―1 (QP'-L 入x, L 臼 +L芦 +L訊 ds,.(8') 
外国の経済厚生の変化分は (8')と対称的な形で表現される．
iEN) CN kEN・) iEN 
2.1 差別的産業政策
この節では，第 1段階における政策ゲームを考察する．そこでは，各国政府は相手国の政策変
数を所与とみなし，差別的な補助金率を選択することで，その国の経済厚生を最大化する．以下
では，均衡の一意性を保証するために，各国政府の社会的厚生の凹性を仮定する．
経済厚生最大化の 1階条件は以下のように (8')から直ちに導かれる．
詈=(1 +A+ A・)―1 (QP'ーと,x)ふ＋訊=0, i E N. (8") 
これより，すべての自国企業のマークアップ率が Xi= x = -(1 -R*) QP'> 0 (i E N)の水
準で均等化することが証明される．さらに，最適解ではすべての自国企業の限界費用も均等化
し，生産の効率性が達成されることになる．仮にすべての自国企業の限界費用が一定で，かつ異
なる場合，あらゆる企業は同じ価格で財を販売しなければならないので、マークアップ率均等化
の条件は成立しない．この場合，最も効率的な生産を行なう，つまり，最小の限界費用を保有す
る企業のみが操業することになる．
マークアップ率均等化の条件から，最適補助金率が以下のとおり尊かれる．
Si= (Q -q』P'-QRア
= -Z (0 i -'T/) P', i E N. 
(10a) 
(10b) 
ただし， 7J= (Q/Z) (dZ/dQ)とする． この輸出競争モデルでは自国の消費者余剰は考慮されず，
自国政府の目的は自国企業の利潤の総和から補助金の支出を差し引いたものの最大化にある．式
(10a)が示すように，最適補助金率は 2つの項からなる．右辺第 1項， (Q―qi)P'は課税のイ
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ンセンティヴを表す．自国企業間の競争が存在するため，自国産業の合同利潤は最大化されてい
ない．よって，自国企業 iの追加的な産出量の増加が残りの自国企業全体の収入を減少させる
という外部性を補正する目的の課税である．また，効率的な国内生産を実現するために，非効率
な生産を行なう企業ほど高率の課税が賦課される．第 2項，ーQR*P'は補助金のインセンティ
ヴを示している．自国産業に補助金を供与することで，利潤が外国産業から移転される．その
結果，最適政策の性質はこれら 2つの項の大小で決定されることになる．特別なケースとして，
自国に 1つの企業しか存在しない場合 (Q= qJを考えると，課税の項は消滅し，最適政策は
補助金となる．これは Branderand Spencer (1985)の分析で得られだ帰結である．
次に，任意の 2つの企業に適用される差別的補助金率の差を計算すると，
Si -Sj = -(qi―qi) P','i,j EN, i # .i, (11) 
となる．そこで， qi>qjであれば，すなわち，自国企業 iのほうが市場シェアが大きければ，
Si> Sjとなる． したがって，大きなシェアを占める企業ほど，高率の補助金率が供与されるか，
あるいは，低率の課税が行なわれる．
式 (10a), (10b)と同様に，外国の最適な差別的補助金率が以下のように導かれる．
s~= -[q~ —(1 -R) Q*]P' 
= -Z(的ーが）P', k EN*. 
ただし，が三 (Q*/Z) (dZ/dQ*)とする．自国と外国の最適補助金率の差を計算すれば，
si -s~= P'[q~ —qi+ (1 -RりQ-(1-R) Q*] 
= ZP'(尻ー。i+ rJー が）， i EN, k EN*, 
(10c) 
(10d) 
(12a) 
(12b) 
となる．国家間の補助金の差は企業間の産出量の差だけでなく，各国における産業レベルの産
出量が相手国のそれに如何に反応するかにも依存する．それらの反応係数， Rおよび R*(ある
いは 'T/, か）は各企業の費用関数の 2次導関数を含んでいる．このような費用関数についての
要因は一定の限界費用を仮定するモデルには当然のことながら観察されない．興味深いことに，
仮に産業レベルの反応係数， R とR*が等しく，自国と外国企業の産出塁が同じであれば，産
業レベルの産出量の大きい国ほど，高率の補助金を供与することになる．
以下では，自国に 2企業しか存在しない場合，一方の企業は補助金の供与を受けるが，他方の
企業は課税される可能性があることを例示する．そのために，外国の企業数が 1である，最も
単純なケースを取り上げる．すると， N= {1,2}および N*= {3}となり， (10a)から， s;> 0 
となる前述したとおり，これは Branderand Spencer (1985)で得られたスタンダードな結果
である． 自国にとっては，名＝ー（入婢— qj)P'I(l十情） (i, j E N, i -/j)が成立する．ただ
し，入；三 aq;/azである．そこで， Siが正となるには，入；qi―qj > 0でなければならない．他
方， Sj(j -/i)が負となるための条件は樗qj―qi<0である． したがって， Sj< 0 < Siが成
?
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立するための必要十分条件は qj/qiく樗<qdqjである．自国企業 iが自国企業 jよりも効率
的な生産を行なっている，つまり，自国企業 iの産出量のほうが大きければ， この条件が成立
する可能性は高くなる．
差別的補助金率の算術平均は (10a)をもちいると，次式のように計算される．
§三!Lふ=(n -l _ R'Q P'. 
n n 
iEN 
）
明らかに， s~O ⇔ R*言(n-1) /nという関係が成立する．つまり，交易条件効果 ((n-1) jn) 
を利潤移転効果 (R*)が上回れば，差別的補助金率の平均は正となる．さらに， 1> 1-R* > 0 
(13) 
なので， nが十分に大きければ，交易条件効果のほうが支配的となり， Sは負となる互
市場シェアで加重された差別的補助金率の平均は (10a)から，以下のように表される．
Sa三 I:0ふ＝ーZP'[H-(1-R徊]• (14) 
iEN 
ただし， e(三 I:iEN0i = Q/Z)は自国産業の市場シェア， H(= I:iEN紆）は自国産業の第3国市
場におけるハーフィンダール指数を表す．そこで， Sa言O⇔ H/82言(1-R*)という関係が成
立する. (1/n) 82 :; H::; 82 という性質から，ーZP'82[(1/n) -(1 -R*)] <呼<-ZP'82R* 
となる． これより， R*> (n -1) /nならば，つまり，交易条件効果を利潤移転効果が上回れば，
Sa> 0である．そして， R*:; (n -l) / nであれば，炉の符号は不確定となる．
命題 1クールノー型の第3国輸出競争モデルにおいて，最適な差別的課税／補助金の構造は以
下の性質をもつ．
1. すべての国内企業の均衡マークアップ率は均等化する．効率的な生産を行なう企業ほどそ
の政府から高率の補助金が供与されるか，あるいは，低率の課税が行なわれる．
2. qi > (1 -R*) Qが成立すれば，自国企業 iENは補助金を供与される． 自国企業 iEN 
が (a)自国における唯一の企業であるか，あるいは， (b)その産出量が大きく，自国産業
の産出量の拡大に対し外国産業の産出量が大きく縮小する（十分に大きい R*)場合にそ
の条件は満たされる．
3. 最適な差別的補助金率の平均 Sが正となるための必要十分条件は R*> (n -1) /nであ
る． しかし，この条件はそれらの加重平均呼が正となるための十分条件でしかない．ま
た，炉は自国のハーフィンダール指数とともに増加する．
2.2 一律産業政策
前節で議論した差別的産業政策は政治的に支持を得ることは困難であり，それを実行するこ
7) Krishna and Thursby (1991)では，本稿の式 (13)と類似する最適輸出補助金率の公式を迎出して
いる．そこでは，すべての自国企業は同一で，産出屎について一定の限界費用をもつことが仮定され
ている．
?
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とも行政的に余りにも費用がかかるかもしれない．または，法律的にも許容されないであろう．
より実用的だが，次善である政策はすべての国内企業に一律の率で補助金助成，ないし，課税を
行なうことである．
最適な一律補助金率を導出するために，まず，直接効果の総和，△三 I:-iEN<).i > Qを定義し，
(7')において，すべての iENに対し Si=S とする．すると厚生最大化のための 1階条件が以
下のように導かれる．
dW 
ds 
ー =(l+A+A')―1[P'区(1十入）q, + sA △ -P'L鱗— s△=0. 
これより，最適な―律補助金率の公式が次で与えられる．
iEN ] iEN 
(15) 
s=-P'(l-Rり (l+A+A')~(瓜― l::~'A'}, (16) 
この式が示唆することは，政策立案者は最適政策を実施する際には第3国市場における需要構造
とすべての企業の費用構造を完全に把握していなければならないということである．項ふは，
産業全体の産出量を固定した状況での，補助金が企業 iENの産出量に及ぼす「直接効果」を
表す（式 (4)を参照されたい）．他方，項 1十入は，産業全体の産出量が補助金によって誘発的
に変化した結果，企業 i以外のすべての企業の産出量の総和に及ぼす「間接効果」を示してい
るりしたがって， sの符号は自己の産出量で加重された各企業の直接効果と間接効果の差（括弧
の中の項）によって決定される．ゆえに，より大きな産出量をもつ企業ほど，政策決定の要因と
して，より大きなウェイトをもつことになる．さらに，相対的な限界費用曲線の傾き (c~'- P') 
が十分に大きければ，ふで表される直接効果は小さくなる．また， nが大きいほど， 8d△ は小
さくなるし， n*が大きいほど， A+A*も大きくなる．
公式 (16)はいくつかの特別なケースを考察するにあたり，有益な情報を提供する．
a. 仮にすべての自国企業が同一の費用構造をもつとすると，ふ／△ = 1/n, qi = qおよび
入＝入がすべての iENについて成立する．さらに， 1-R* = (1 + A*)-1という関係をもち
いれば， (16)は以下のように単純化される．
s~-Q P'[~- (1 -R') l . (16') 
これは (13)と同一の式である立
b. さらに，すべての外国企業もまた同一の費用構造にあれば，入；＝入＊がすべての jEN* 
8)式 (4)をもちいると，これは以下のように確認される.dZ -dqi = (1十入』dZー ふdsi,
9) Krishna and Thursby (1991)においては，限界費用一定の仮定の下で，公式 (16)が導出されてい
る．彼らのモデルでは，国内消費が尊入され，貿易，生産，および消費に対してそれぞれ補助金が供
与される場合が考察されている．彼らは戦略的な歪み (strategicdistortions)が存在する場合のター
ゲッティング原理に主に分析の焦点を合わせている．限界費用が一定だが，企業間で異なるモデルに
おいて， Longand Soubeyran (1997)は最適な一律補助金率を産業の集中度とその他のパラメータ
に換算して導出している．
，?
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について成立し， (16りは次式に変形される．
s = -qP'(1-Rり(l+n*,¥*-n). (17) 
明らかに， S言O⇔ 1十が入＊已 nという関係が成立する．需要および費用構造がともに線形で
あれば，入*= 1となり，正の補助金が最適となるための必要十分条件は nくが +1で表され
ることになる．これは Dixit(1984)ですでに得られた結果である．
c. 国際複占の場合（が=n = 1), 入*> 0なので， (17)から直ちに s> 0が得られる．こ
れは Branderand Spencer (1985)の帰結である.Bandyopadhyay (1997)は彼らのモデルにお
いて，限界費用が一定の費用関数と需要の価格弾力性が一定の逆需要関数 (P(Z)= z-i/e:)を
想定している．本稿での表記法をもちいると，彼のモデルでは).*= 0 -0* /sとなる．そこで，
式 (17)から直ちに s言O⇔).*= 0 -0* /t: 言O⇔ c言0*/0という関係が得られる．仮に自
国企業が外国企業よりも効率的であれば，すなわち， 0*/0< 1であれば， t:2 1が正の輸出補
助金 (s> O)のための十分条件となる．両企業が同程度に効率的であれば， 0*/0= 1となり，
c > 1が s> 0のための十分条件となる． しかし，自国企業がより低い限界費用をもち， cが
c < 0* /0 < 1を満たすくらい小さな値をとれば，輸出税が最適な貿易政策となる 10). この場
合，戦略的代替の仮定は維持されない．すなわち，外国企業の産出量は自国にとって戦略的補完
(strategic complements) となるからである．
命題 2 クールノー型の第3国輸出競争モデルにおいて，最適な一律補助金／課税政策は以下の
性質をもつ．
1. 最適な一律補助金率 (16)の符号はすべての企業に対する補助金の直接および間接効果の
差に依存し，大きな産出量をもつ企業ほど符号を決定する際の高いウェイトをもつ．さら
に， (a)需要曲線の領きが十分に急（より大きな IP'I)で， (b)自国企業の限界費用曲線
が十分に急（より大きなenで，そして， (c)自国および外国企業の数が両方とも大きけ
れば，最適な一律補助金率は正となる傾向にある．
2. すべての自国企業が同一の費用構造をもつのであれば，最適一律政策が補助金であるため
の必要十分条件は外国産業の反応係数 R*が (n-1)/nを上回ることである．さらに，す
べての外国企業もまた同一の費用構造を共有するのであれば，最適一律政策が補助金であ
るための必要十分条件は X が (n-1)/n*を上回ることである． この条件は各国の企業
数が 1であれば，直ちに満たされる．
10) Collie and de Meza (2003)では，限界費用が2国間で大きく異なる場合，厚生最大化の 2階の条
件は成立し難いことが指摘されている．付録 Aでは，彼らの論文の誤植を訂正し，儒要が非弾力的
(e < 1)な場合，費用格差が十分に大きければ，経済厚生最大化のための 2階の条件は成立しないこ
とが示されている．
10 
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3 自国市場モデル
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この節では，財市場が自国に存在し，自国企業が外国企業と自国市場で競争する自国市場モデ
ルを構築する．また，外国企業が生産するすべての産出物は自国に輸出されると仮定する．一
般には，自国政府が自国企業 iENにSiの差別的な率で補助金を供与し，外国企業 kEN*に
tkの差別的な率で輸入関税を賦課するのに対し，外国政府は外国企業 kEN*にs;の差別的な
補助金率で貿易政策を実行することが可能である．
Chang and Sugeta (2004)では，自国政府が貿易政策については，自由貿易（ゼロ関税）を追
求するが，生産補助金を自国企業に差別的に供与する場合が考察されている．本節では，まず，
自国政府が外国企業に対し，差別的な輸入関税政策を適用するが，自国企業には生産補助金を供
与しない場合を考察する．同様の分析が， Collie(1991)においても行なわれているが，彼のモ
デルでは，限界費用は一定で，同一国に立地する企業は同一の費用構造をもつと仮定されてい
る．次に，外国政府による政策介入があり，自国政府がさらに自国企業に生産補助金を供与する
2国間政府による政策ゲームのナッシュ均衡の性質を特徴づける．
3.1 差別的輸入関税政策
まず，自国政府が差別的な輸入関税政策を行使する場合の最適関税率を特徴づける．この
場合，自国企業 iENおよび外国企業 kEN*の利潤関数はそれぞれ 1ri= pqi -ci(qふ
吋=pqz -c;(qZ) -tkqzで与えられる．内点解を仮定すれば，各国企業の利潤最大化の 1階条
件は次のようになる．
釦 i a冗
- = qiP'+ p -< =0; = q:P'+ p -c:'-tk = 0. 
aqi aqz 
自国の最適な輸入関税政策を導出するために， (4)および (6)を以下のように修正する．
dqi =―入dZ, i E N, dqz =ー心dZ — 8Zdtk, k E N*, 
dZ = -(l +A+ A*)―lI: 汎dtk・
kEN・
(2') 
(4') 
(6') 
自国の社会的厚生関数は自国における消費者余剰，自国企業の利潤，および関税収入の総和とし
て定義される．
W 三JzP (v) dv -P(Z)Z十I>,+L心
iEN kEN' 
= JzP(v)dv —区 c,—L (p-tけq:.
iEN kEN• 
(18) 
式 (18)を全微分すれば，自国の経済厚生の変化分が以下のように表される．
dW= —こ炉(p- tり+I: (p -c:) dqi十 I:tkdq;. (19) 
kEN・ ~EN kEN* 
11 
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右辺第 1項が交易条件効果を表す．差別的関税により，自国は費用構造の異なる外国企業から
差別的に利潤を奪取することが可能となる．第 2項は関税が企業間の戦略的依存関係に影響を
与える間接効果を表す．つまり，関税は外国企業の産出量を減少させ，それと戦略的代替の関係
にある自国企業の産出量が拡大し，自国企業の利潤を高めるという，関税の利潤移転効果を示し
ている．第3項は関税による死荷重 (dead-weightloss)を表すものである．
付録 Bでは， (19)から自国の経済厚生最大化の 1階条件が導出され，最適な差別的関税率が
以下の式で表されることが証明されている．
t, ~ 蔦+{1-R) (-P'Lい— P"L国）2) , lE N•. {20) 
iEN kEN・
第 1項，叶/o;は輸入関税のレント奪取 (rent-extraction)効果に起因する．心三 l/(c7''-P') 
より， q;I釘＝叶(ct'-P')となる．外国企業 lの産出量が大きく，また，その限界費用の傾き
が急なほど，その企業の産出量は関税の増加に非反応的になるので，レント奪取の動機に基づく
関税率はより高くなる．第 2項は間接的な効果を表す．括弧の中の第 1項は関税の利潤移転効
果である．次の第 2項は交易条件効果である．逆需要関数が凹であれば，この企業は課税され
る．逆に，凸であれば，この企業は補助金の供与を受ける可能性がある． このことを経済学的に
意味のあるパラメータで説明するために，最適関税率が負，つまり輸入補助金が最適となるため
の必要十分条件は
ごR (1 —芦）＋とい <EH'
iEN 
(21) 
である．ただし， H*三EkEN・ 国）2 > 0 は外国産業のハーフィンダール指数を， E 三—ZP"IP' 
は需要曲線の曲率を表す．上の条件が満たされるかどうかは多くの要因に左右される．特に注
目すべき点は (1)需要曲線が凸であるほど， (2)外国産業の集中度が高いほど， (3)外国企業 l
の限界費用曲線の需要曲線に対する相対的な傾き (1-c;" / P')が小さいほど， (4)外国企業 l
の市場シェアが十分に小さいほど，その条件は成立する可能性が大きいことである．
次に，任意の外国企業 Kおよび lに適用される最適な差別的輸入関税率の差をとると， tl-
tk =叶/8「一心/8z= q;(c『-P') -qz(c~- P')となる．各外国企業の利潤最大化条件より，
qzP'-q「P'=c,;'-c;'+ tk -tが上式に代入できる．さらに，限界費用の産出量についての弾
力性，μ;三q苫"/c;'を定義すれば， q「c;"=μ; 年となるので，最適な差別的輸入関税率の差
の式は以下のように変形される．
t -tk = 2 [c:'(1 -μ:) -c;'(1 -μ;)). (22) 
Hwang and lVIai (1991)の外国複占モデル (N=0かつ N*= {1, 2})では，限界費用が一定
(μ; =μ; = O)であれば，「 50%ルール」が遅かれている．つまり，外国複占企業への差別的関
税率の差は限界費用の差の半分であり，より低い限界費用をもつ外国企業に，より高率の輸入関
税が賦課されるというのが彼らの結論である．本稿のモデルでは，自国に複数の企業が存在し，
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また外国の企業数が 3以上であっても，任意の 2企業に対して彼らの 50%ルールが成立する
こと確認された．
3.2 一律輸入関税政策
次に，自国政府が輸入について差別してはならないという GATT/WTOの最恵国待遇規定に
より制約を受ける場合を考察する．すべての外国企業 kEN*に対して，自国政府は同一の関
税率を賦課しなければならない (tk三 t) という制約のもとでの，自国の経済厚生最大化のため
の1階条件は次式のようになる．
誓 =(l+A+A•) ―'(Q•P'-P'; 苫qふ +tA')心 +Q'-tぶ=0. (23) 
これを tについて解けば，最適な一律輸入関税率が次のとおり導かれる．
t=屡+(1-R)[-P'~ 此 +Q'(岱+P')] . (24) 
さらに， A*I△＊十P'=-P"区kEN*q因／△＊となるので，最適な一律関税率は以下のように変
形される．
t=翠+(1-R)(-P苔 t入'-P"忍ご亨） • • (24') 
ここで，逆需要関数が凹であれば，この輸入関税率は常に正となる．また，輸入補助金が最適と
なるための条件は
8* 8* ＋区い <~E~ 鱈 (25) 
iEN kEN・
である．ただし，〇*= I:kEN・ez は外国産業の市場シェアである．左辺の第 1項の分母にある
(-P')△＊は LkEN亨 (1-ct/ P')―1 と変形されるため，その逆数は外国産業における限界費用
曲線の需要曲線に対する相対的な傾きを測るものと解釈される． したがって，差別的輸入関税
政策と同様に， (1)需要曲線が凸であるほど， (2)外国産業の限界費用曲線の需要曲線に対する
相対的な傾き ((-P')△＊の逆数）が小さいほど， (3)外国産業の市場シェアが十分に大きいほ
ど，条件 (25)が成立する可能性は大きくなるといえよう．
命題 3クールノー型の自国市場モデルにおいて，自国政府が産業政策に依存せずに差別的輸入
関税政策を実施すると，その最適な輸入関税率は以下の性質を満たす．
1. 逆需要関数が凹であるか，あまり凸でなければ，市場シェアが大きく，限界費用曲線の相
対的な傾きが急であるほど，その外国企業に対して高率の関税が賦課される．
2. 逆需要関数が十分に凸であれば，市場シェアが大きく，限界費用曲線の相対的な傾きが急
であるほど，その外国企業に対して低率の輸入補助金が賦課される．
3. 限界費用が一定であれば，より小さい限界費用をもつ外国企業に高率の輸入関税が賦課
13 
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（低率の輸入補助金が供与）され，任意の 2つの外国企業に適用される関税率の差はそれ
らの限界費用の差の 50%の大きさと等しい．
自国政府が一律輸入関税政策を行使する場合，最適関税率は産業レベルの費用構造に対して
上記の項目 1および 2の性質をもつ．
3.3 差別的貿易および産業政策
次に考察すべきケースは自国政府が差別的産業政策をも行使できる場合である．さらに，外
国政府の輸出補助金による報復も導入する. Siを自国企業 iENへの差別的生産補助金とし，
skを外国企業 kEN*への差別的輸出補助金とする． この場合，自国企業 iENの利潤関数は
(2)と同じであるが，外国企業 kEN*の利潤関数は吋=pq; -ck(qZ) + (sk —tk) qkで与えら
れる．内点解を仮定すれば，各国企業の利潤最大化の 1階条件は次のようになる．
枷 i 枷；
- = qiP'+ p -c: + Si = O・ —= q:P'+ p -c:'+ s: — tk = o. (2") 8qi'8qic 
自国の最適政策の組合わせと外国の最適輸出政策を導くために， (4)と(6)が次のように修正
される．
dqi =―入dZ+ 8idsi, i EN, dqz =ー況dZ十紅(ds:-dtk), k EN*, (4") 
dZ=(l+A+AT1 [~ い+k~·6:(ds: -d恥）] . (6") 
自国および外国の社会的厚生関数は以下のように定義される．
z 
W = j P (v) dv -P (Z) Z 十 I:1ri —区紐+ I: 園
゜ iEN iEN kEN・
W* = L 1rZ — I: s: 心ーと心=I: [(p-tk国—吋］．
、ー，），??（? ー 、
kEN・ kEN• kEN・ kEN・
ナッシュ的な推測のもとでの両国政府による政策ゲームの均衡解は以下のように決定される．
（これらの導出には付録 Bを参照されたい．）
0i 
s, =—訳 +P"~苫*炉=-ZP'H'(E + fl-), iE N, 
t. = qU紅ー P"芦炉 =ZP'H'(E+H•。心）， k EN•, 
s: = (Q* -qz) P'-Q* RP', k EN*. 
??????
?
、 ー ，
?（（（
外国にとっての最適な輸出補助金の公式 (30)は輸出競争モデルのものと同一の形をとる．自国
にとっては，差別的貿易政策の存在により，いくつかの政策的含意がもたらされる．
まず， (28)と(29)から，最適な Siおよび hの符号が変化する Eの臨界値が存在すること
がわかる．つまり， E 言—0dH* であれば， Si 言 O となり， E 言ーB;/H*o;P' であれば， tk 言 O
となる．不等式—0dH* < 0 < -0叶H*ふP'により，以下の政策についてのパターンが観察さ
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れる．
命題 4 クールノー型の自国市場モデルにおいて，自国による差別的貿易および産業政策の最適
な組合わせは以下のような性質をもつ．
1. 逆需要関数が凸であれば，すべての自国企業に生産補助金を供与することが最適となる．
そして，逆需要関数が—0Z/H*oZP'< Eを満たすくらい十分に凸であれば，外国企業 k
もまた輸入補助金が供与されるべきである．
2. 逆需要関数が凹であれば，すべての外国企業からの輸入に課税することが最適となる．そ
して，逆需要関数が E< -0dH*を満たすくらい十分に凹であれば，自国企業 iもまた
生産税を賦課されるできである．
3. 逆需要関数が—0dH*<E< —0Z/H*oZP' を満たす程度に，それほど凹でも凸でもなけ
れば，自国企業 iに生産補助金を与え，外国企業 Kからの輸入に課税することが最適と
なる．
Chang and Sugeta (2004)では，自国政府が貿易政策を実行しない場合，差別的生産補助金は
常に正であることが示されている．すなわち，自由貿易のもとでは，すべての自国企業が補助金
の供与を受けることになる．本稿でも Changand Sugeta (2004)の分析と同様に，貿易政策と
同時に産業政策が実施される場合，自国企業のいくつかは生産に対して課税される可能性があ
ることが示された．
任意の 2つの自国企業に対する補助金の差は，輸出競争モデルと同様に， si-sj= -(qi-qi)P' 
で表される．自国企業 iと外国企業 Kに適用される率の和はふ十tk= qz/紅一qiP'(iENお
よび kEN*)で与えられ，常にその符号は正である．明らかに，負の Siが 1つ存在すれば， tk
が負となることはあり得ない．また，負の tkが 1つ存在する場合も同様である．それらの和の
平均， s+lもまた常に正である．ただし， S= (~iEN ふ）/nおよびt= (~kEN'tk)/がである．
したがって，自国産業は平均すると，常に正のレベルで保護されることがわかる．
次に，自国の産業政策と外国の貿易政策が存在する場合には，輸入関税について「50%ルー
ル」が成立するかどうか疑問が生じる．国内の産業政策が存在する場合の輸入関税率の差を計
算すれば，前と同様に， tl-tk = q「／が -qk凪となる．そこで，外国企業の利潤最大化条件を
もちいれば，関税率の差は以下のように表現される．
tl -tk = - -1) 吋'-国— 1) ば+ (s7 -sい], Z,k E N*. (31) 
2 
[(μ7 
ただし，μ「三 q「ct"/ci'は企業 lの限界費用の産出量弾力性を示す．外国政府による政策介入が
存在すれば，外国企業間のマークアップ率は均等化される．すなわち，叫ーx~= tk + ct -tl -c;' 
はゼロでなければならない． ここで，マークアップ率は， x~= p -c~- tkと定義されることに
15 
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留意しておく（付録 Bの (B7)を参照のこと）． したがって，関税率の差は次式のように簡単に
なる．
ti -tk = c:'-ct, l, k E N"'. (32) 
この式を関税についての「100%ルール」と呼ぶ．つまり，任意の 2つの外国企業に賦課され
る差別的関税率の差はそれらの企業のもつ限界費用の差と一致するのである．前述したとおり，
Hwang and Mai (1991)の外国複占モデルにおいては，外国政府の介入がない場合 (s(=s:=o),
限界費用が一定 (μ7=μ: = O)であれば，「50%ルール」が導かれている．彼らの結果は上の
(31)から確認される． したがって，彼らの 50%ルールは外国政府の差別的な政策介入が存在す
れば， 100%ルールに修正されることになる．仮に外国政府が一律政策 (s;= s:)に拘束され
る場合，輸入関税の差は，一般には，限界費用の差の 100%でもなければ， 50%でもない．
外国による差別的輸出補助金率の差は自国のそれと同様に， s*-s* = * k ―(ql―qりP'(l,kEN*)
の関係式で表される．さらに (32)を (31)に代入することによって，
s7 —荘＝（パ+ 1)ば― (μ7+1)c7', l,kEN*. (33) 
(32)と(33)を比較することにより，自国の輸入関税率に適用される 100%ルールは外国の輸出
補助金にはあてはまらないことがわかる．
外国政府はより効率的な外国企業に高率の輸出補助金を供与するため，補助金の供与を受け
たその企業の限界費用は大きく低下する． しかし，自国政府はより限界費用の低い外国企業か
ら高率の輸入関税を賦課することで，その企業から多くの利潤を奪取しようとするため，外国政
府から優遇された外国企業にはさらに高率の輸入関税が賦課されるのである．つまり，国家間
の政策ゲームでは，各国の貿易政策は互いに相殺される傾向にある． しかし，その相殺の程度は
完全なものではない．例えば，逆需要関数が線形で，すべての外国企業が同一で，産出量につい
て一定の限界費用をもつと仮定すれば， t-ぶ＝ー(1-R) Q* P'> 0となり，輸入関税率は輸
出補助金率を上回ることが示される．
命題 5 自国市場モデルにおいて， 2国間の政策ゲームにおけるナッシュ均衡は以下のように特
徴づけられる．
1. 自国政府はより効率的な自国企業に高率の生産補助金を供与（ないし低率の生産税を賦
課）する．そして，より効率的な外国企業には，高率の輸入関税を賦課（ないし低率の輸
入補助金を供与）する．
2. 任意の 2つの外国企業に賦課される輸入関税率の差は， (a)外国政府が差別的な政策を行
使する場合，それらの企業の限界費用の差の 100%と等しい (100%ルール）が， (b)外
国政府が一律的な政策を行使するか，自由貿易を追求する場合は限界費用の差の 50%と
なる (50%ルー ル）．
16 
戦略的貿易政策の理論における費用構造の一般化（菅田） 161 
3. 外国政府はより効率的な外国企業に高率の輸出補助金を供与（ないし低率の輸出税を賦課）
する．一般には，任意の 2つの外国企業に適用される最適な差別的輸出補助金の差はそれ
らの企業の限界費用の差とは一致しない．
4. 外国企業がその政府から供与される輸出補助金は，自国政府に賦課される輸入関税率に
よって完全に相殺されることはない．需要が線形であれば，そしてすべての外国企業が同
ーで，産出量について一定の限界費用をもつのであれば，輸入関税率は輸出補助金率を上
回る．
残りの考察すべき状況は， (1)自国が差別的産業政策と一律な貿易政策を実施する場合， (2)
自国の産業政策と貿易政策がともに一律な場合である． これらの最適政策の性質は，もちろん，
需要構造と費用構造に大きく依存する． この点については， Changand Sugeta (2004)におい
て，詳細な議論がなされている．
4 おわりに
本稿では，費用構造が一般化された国際寡占市場を想定し，第3国輸出競争モデルと自国市場モ
デルの両方において最適な貿易および産業政策について議論が展開された. Chang and Sugeta 
(2004)と同様に，各国内の企業は限界費用が非減少的で，非対称的な費用関数をもつと仮定さ
れるが， Changand Sugeta (2004)では考察されていない，自国にとって輸入関税政策のみが利
用可能なケースを新たに考察した．そして，戦略的貿易政策の理論についての文献の結果のほ
とんどが，本稿で導かれた一般公式の特別なケースとして確認された．
差別的政策のもとでの輸出競争モデルでは，最適政策により，国内企業のマークアップ率がす
べて均等化される．よって，最適解においてそれらの企業の限界費用が等しくなり，生産の効率
性が達成されることが明らかにされた．また，効率的な企業ほど高率な補助金ないし低率の課
税が行なわれる．さらに，市場シェアで加重された差別的補助金率の平均値は自国のハーフィ
ンダール指数と正の関連をもつことも示された．仮に国内のすべての企業が同一であれば，自
国企業の数が小さく，外国企業の数が大きくなるにつれ，補助金が最適となることもわかった．
一律貿易政策のもとでの輸出競争モデルにおいて，最適な一律政策の率は補助金の直接および
間接効果に依存する．そして，その率の符号の決定には，より大きな企業が重要なウエイトをも
つことになる．さらに，逆需要関数と自国企業の限界費用曲線の傾きが急になるほど，最適な一
律補助金の率はIEとなる傾向にある．
自国市場モデルにおいて，自国政府が産業政策をもちいずに，差別的輸入関税政策を行使する
と，逆需要関数が凹であるか，あまり凸でなければ，ある外国企業の市場シェアが大きく，限界
費用曲線の相対的な傾きが急であるほど，その外国企業に対して高率の関税が賦課される．逆
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需要関数が十分に凸であれば，市場シェアが大きく，限界費用曲線の相対的な傾きが急であるほ
ど，その外国企業に対して低率の輸入補助金が賦課される．限界費用が一定であれば，より小さ
い限界費用をもつ外国企業に高率の輸入関税が賦課（低率の輸入補助金が供与）され，任意の
2つの外国企業に適用される関税率の差はそれらの限界費用の差の 50%の大きさと等しい (50
％ルール）．自国政府が一律輸入関税政策を行使する場合，最適関税率は産業レベルの費用構造
に対して前述のことがあてはまる．
自国市場モデルにおいて，差別的貿易政策とともに差別的産業政策が行使される場合，任意の
2つの外国企業に適用される関税率の差はそれらの限界費用の差と等しい (100%ルール）．こ
れは限界費用が一定でない，一般的な費用構造のもとでも成立する． しかし，外国政府による介
入があり，かつ，その介入が一律政策によるものであれば， 50%ルールが成立してしまう．（た
だし，限界費用は一定とする．）他方，外国政府はより効率的な外国企業により高率の輸出補助
金を供与する．一般には，任意の 2つの外国企業に適用される最適な差別的輸出補助金の差に
は100%ルールは適用できないが，限界費用が一定であれば，そのルールは成立する．さらに，
外国企業がその政府から供与される輸出補助金は，自国政府に賦課される輸入関税率によって
完全に相殺されることはない．需要が線形であれば，そしてすべての外国企業が対称的で，一定
の限界費用をもつのであれば，輸入関税率は輸出補助金率を上回ることが示された．
戦略的貿易政策の理論においては，各国が最適な政策を実際に適用する際には市場構造や企
業の行動様式についての正確な把握が求められる．そして，各国政府はそのような情報上の制
約に直面するため，適切な政策を実行することは難しいことが示唆されている．本稿では，非線
形の費用関数を含み，国内の企業についても非対称的な費用構造が見られる，一般化されたモデ
ルを構築し，最適な貿易および産業政策を吟味した．通常の文献で仮定される限界費用一定の
国際寡占モデルと違って，本稿では最適政策の性質が，限界費用の格差だけでなく，限界費用曲
線の領きや逆需要関数の曲率にまで依存することを明らかにした． しかし，これらの費用およ
び需要構造について完全な情報を得ることは非常に難しく，各国政府は実際の政策の適用につ
いてもっと慎重になるべきであろう．
付録 A:経済厚生最大化のための 2階の条件
以下では， Collieand de Meza (2003)にしたがい，厚生最大化の 2階の条件を本稿に即して
吟味する．表記法を簡単にするために，自国を国 1,外国を国 2とし，国 iE {1, 2}に立地する
複占企業を企業 iと呼ぶことにする．企業 iの費用関数は線形である (ci(qi) = ciqi, i = 1,2) 
とし，その利潤最大化のための 1階条件は和「d8qi = p + qiP'-Ci十ふ=0 (i = 1, 2) と表さ
れる．また，その 2階の条件は 821rd8q; = 2P'十qiP"< 0 (i = 1,2)である．輸出補助金に
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ついての比較静学の結果は次のようになる．
oqi -(2P'十qjP") 仇 (P'+qjP") 8p -(P')2 
-= >0, -= -= 
贔▽ 8s- ▽ 'osi ▽ 
< 0, i # j. (Al) 
ただし，▽ 三 P'(3P'+ZP") > 0 ⇔ E 三—ZP"/P'< 3はクールノー均衡の安定性と一意性
の条件である．国 iE {l, 2}の社会的厚生関数は Wi= (P -ci) qi (i = 1, 2) となる．その国
の経済厚生最大化のための 1階条件は以下のとおりである．
awi oqi op oqi op 
- = (p-ci) —+ qi-= -(qiP'+ s』-+qiー =0. (A2) 
8si 8s i 8s i osi osi 
これを解けば，最適な輸出補助金率が Si= -qiP'(P'+ qjP") / (2P'+ qjP")と導かれる．
次に，厚生最大化のための 2階の条件を求める. (Al)の両辺を Siで微分すると，厚生関数
の2階の偏導関数は以下のように計算される．
がwi op oqi 
=2 
8泳伊p
osr OSi osi 
--+(p-ci) —+ qi-一8s; os;. (A3) 
比較静学についての2階の偏導関数を求めるために， oqdosi= -(2P'+ qjP") /▽ の両辺を Si
で微分すれば，
8泳 1 aQ oq 可＝ー一 (2P" + qjP"') —+ __J_p''+ --匈ia▽ 
▽ [ as, as, 8s, as.l 
となる．同様に， op/osi= -(P')2 I▽ より， 82p/osf= -(2P" + o▽ /os』(op/osi) I▽ を得
る． したがって，これらを (A3)に代入すれば，次の式が導かれる．
がwi op oqi 1 az匈拡 1釈7
— =2~(—-q, -P") -(p -C』-[(2P" + q;P'") —+ -2p"]-~--8s; osi osi ▽ ▽ osi osi osi▽ osi. 
この式を最適解で評価すれば， oWdosi= 0となり，右辺の第3項は消える．そこで，比較静
学の解， (Al)を代入し， p-Ci = -(qiP'十ふ）および Si= -qiP'(P'十qjP")/ (2P'+ qjP") 
という関係をもちいれば，社会的厚生関数の 2階の導関数は以下のように逆需要関数の導関数
のみで表現される 11).
が凱 (P')2 
. = 
釈 (2P'十qjP")▽2
{ 2 (2P'+ qi P") (2P'+ Z P") -qi [ P'P" + qi (P'P"'-(P")2)]} . 
(A4) 
(A4)の右辺にある大括弧の中の項を F(0i)と定義する．ただし，仇=qi/Zは企業 iの市場
シェアであり，区i=l,20i = 1である．すると，がWdos;= [(P')2 / ((821rj/8叶）• ▽り]F (0』
となり，
F (0i)三 2(2P'+ qjP") (2P'+ ZP") -qi [ P'P" + qj (P'P"'-(P")2)] (A5) 
である．企業 jの利潤最大化のための 2階の条件から， 8仔j/8qJ< 0なので，厚生最大化のた
めの 2 階の条件，伊Wd8s~< 0が満足されるための必要十分条件は F(0』>0となる．線形
1) Collie and de Meza (2003)では，この式の右辺の大括弧の中の第 1項の係数2が誤植で抜け落ちて
いるが，彼らの分析結果には何ら影轡を与えていない．
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の逆需要関数 (P"= O)のもとでは F(0』三 8(P予>0となり，厚生最大化のための 2階の
条件は常に成立する．
F (0i)の符号が正となる条件を求めるために，需要の価格弾力性が一定の逆需要関数， p= z-1/e 
を考察する．この関数形についてのみ成立する E=l+l/cという関係をもちいると， (A5)は
F(0i)=c―3 (1+ c) z-(2+2e)/e [(0i -0。)2_c―2 (1+ c)―1 (1-c)3] (A5') 
と変形される．ただし， 0。=(1-c)/cである．また，クールノー＝ナッシュ均衡の安定性条
件から， E=l+l/c<3⇔ c > 1/2でなけらばならない． よって， 0。<1となる．そこで，
(A5')の右辺のカギ括弧の中の項を f(0i)とし，この符号を調べる．
仮に c2: 1であれば， f(0i)三(0i-0。げ―c-2(l+c)―1(1 -c)3 = (+) -(+) (+) (-) > 0と
なる． したがって，内点解における企業 iの任意の市場シェア 0iE (0,1)に対して，厚生最大
化のための 2階の条件が常に成立する．
逆に， c< 1であれば， 0。E(0, 1)となる．ゆえに， f(0』の最小値が0i= 0。で達成され，その値
は負となる．さらに， f(Q) = 2c-l (1 + c) -l (1 -c) 2 > Qおよび J(l)= (l+c)―1 (5c -3)芝O
⇔ c~3/5 となる． これから，十分に 1に近い 0iに対しては， f(0i) < 0となることが分かる．
言い換えると， c<lのとき， 2国間で費用格差が十分に大きければ，経済厚生最大化の 2階の
条件は成立し難いといえよう．
付録 B:最適政策の導出について
自国政府が差別的輸入関税政策だけで自国の経済厚生を最大化する場合の最適関税率を導
出する.d (p -tk) = P'dZ -dtk, (4'), および (6')をもちいれば， (19)はさらに， dW= 
(1 +A+ A*)―l (P'(Q* -LiEN qふ） + LkEN* t心） LkEN・8Z叫+LkEN・(qz -t国）叫と
変形される．これから，自国の経済厚生最大化のための1階条件が次式で導かれる．
誓=(1 +A+ A') —'(P'(Q'-~ い,)+ .~. t. 入；）紅十 qz — tぶ =0
これを tkについて解くと， tk= (1 +A+A*)-1 (P'(Q* — LiENqふ） + LkEN・h入；） + qz/紅
が得られる． この式の両辺に入；を乗じ，すべての外国企業にわたって和をとれば， LkEN・tk心＝
(A*/ (1 + A)) P'(Q* -LiEN q人） + (1 +A* 1 (1+A)) LkEN・qz況/8Zとなる． これを上の tk
の式に代入すれば，最適な差別的関税率 (20)が導かれる．
次に，政策ゲームのナッシュ均衡解 (28),(29), および (30)を導出するために， (23)と(24)
を全微分すれば，
dW= —こ炉(p-tり+LX幽+L tkdqZ, 
kEN• iEN kEN・
dW*= Lか (p-tり+I: 咋dq:,
kEN* kEN• 
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となる．ただし，訊三p-c~= -(qiP'+ si)および x;三p-tk -c~'= -(qZP'+ s~) はそれぞ
れ自国企業 i, 外国企業 Kのマークアップ率を表す. (4")と(6")を (Bl)と(B2)でもちいれ
ば，以下の厚生最大化のための 1階条件が導かれる．
暉
asi 
= -(1 +A+ A')―'(Q'P'+どT人+I: い；ふ＋．訊=O,i EN, (B3) 
詈=(l+A+A')―1(Q'P'+ iE:入＋｀：入;)! + q; —t.o; = O,k EN', 
(B4) 
8W* 
詞=(l+A+A')―1 (Q'p' —芦 x;>-;) 紅＋虚= O,k ENべ (B5)
これらを各国の企業にマークアップ率についてそれぞれ解くと，以下の社会的に最適なマーク
アップ率が導出される．
X; 三 x= (1-R') (好+I: 況t•), i EN, . (B6) 
kEN・
x: 三が＝ー (1-R) Q* P', k EN*. (B7) 
これらを補助金の率について解けば， (28), (29), および (30)が導出される．
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